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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期
第１四半期
連結累計期間

第７期

会計期間
自2023年１月１日
至2023年３月31日

自2022年１月１日
至2022年12月31日

売上高 （千円） 622,402 2,054,814

経常損失（△） （千円） △6,015 △393,476

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△）
（千円） △6,193 △565,223

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △6,193 △565,223

純資産額 （千円） 1,050,122 1,056,315

総資産額 （千円） 2,217,139 2,238,601

１株当たり四半期（当期）純損失（△） （円） △2.00 △203.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

自己資本比率 （％） 47.2 47.0

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、第７期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第７期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３．当社グループの売上高のうち、「toridori base」「toridori ad」「toridori promotion」「toridori

studio」のサービスに係る売上高については、インフルエンサーへの支払い報酬と相殺した純額にて表示し

ております。相殺前の総額（取扱高）は第７期で5,741,214千円、第８期第１四半期連結累計期間で

1,541,876千円であります。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第７期及び第８期第１四半期連結累計期間に

おいては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失（△）であるため、記載しており

ません。

５．当社は2022年10月11日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っておりますが、第７期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純損失(△)を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との

比較分析は行っておりません。

 

（１）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の世界規模での流行が続く中、国内

外で社会・経済活動に対する一定の制限が継続しており、今後の先行きも不透明な状況となっておりますが、ソー

シャルメディアの利用時間が継続的に増加しており、当社グループが立脚するインターネット広告市場は2022年に

おいても前年より14.3％増と引き続き成長を見せております。この好調に支えられて、日本の総広告費は過去最高

を15年ぶりに更新しております。

　このような事業環境の下、インフルエンサーと顧客をつなげるプラットフォームサービス「toridori base」を

通じて、マイクロインフルエンサーへの支援に積極的に取り組んで参りました。その結果、当第１四半期連結累計

期間の売上高は622,402千円、営業損失は5,720千円、経常損失は6,015千円、親会社株主に帰属する四半期純損失

は6,193千円となりました。

　なお、当社グループはインフルエンス・プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に

関連付けた記載は行っておりません。

 

（２）財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末より21,461千円減少し、2,217,139千円

となりました。これは主に、売掛金が140,127千円減少したこと及び現金及び預金が32,894千円減少した一方

で、その他流動資産が151,363千円増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末より15,268千円減少し、1,167,017千円

となりました。これは主に、買掛金が99,542千円減少したこと及び未払金が63,316千円減少した一方で、借入金

が139,286千円（うち1年内返済予定の長期借入金が73,214千円、長期借入金が66,072千円）増加したことによる

ものであります。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末より6,193千円減少し、1,050,122千円

となりました。これは、利益剰余金が6,193千円減少したことによるものであります。

 

（３）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社トリドリ(E38162)

四半期報告書

 3/15



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,250,000

計 11,250,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,096,400 3,096,400
東京証券取引所

グロース市場
単元株式数100株

計 3,096,400 3,096,400 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、2023年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年１月１日～

2023年３月31日
－ 3,096,400 － 897,130 － 1,196,917

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(2022年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2023年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,095,000 30,950 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 1,400 － －

発行済株式総数  3,096,400 － －

総株主の議決権  － 30,950 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年１月１日から2023

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2022年12月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2023年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,231,798 1,198,904

売掛金 823,481 683,353

棚卸資産 9,524 6,693

その他 81,913 233,277

貸倒引当金 △10,524 △4,688

流動資産合計 2,136,193 2,117,539

固定資産   

有形固定資産 36,151 33,197

投資その他の資産 66,255 66,402

固定資産合計 102,407 99,599

資産合計 2,238,601 2,217,139

負債の部   

流動負債   

買掛金 513,835 414,293

１年内返済予定の長期借入金 145,407 218,621

未払金 208,032 144,715

その他 87,060 95,377

流動負債合計 954,334 873,007

固定負債   

長期借入金 207,774 273,846

資産除去債務 20,176 20,164

固定負債合計 227,950 294,010

負債合計 1,182,285 1,167,017

純資産の部   

株主資本   

資本金 897,130 897,130

資本剰余金 1,356,864 1,356,864

利益剰余金 △1,200,256 △1,206,449

株主資本合計 1,053,738 1,047,545

新株予約権 2,577 2,577

純資産合計 1,056,315 1,050,122

負債純資産合計 2,238,601 2,217,139
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第１四半期連結累計期間
（自2023年１月１日
至2023年３月31日）

売上高 622,402

売上原価 38,612

売上総利益 583,790

販売費及び一般管理費 589,510

営業損失（△） △5,720

営業外収益  

受取利息 3

受取手数料 387

助成金収入 855

その他 119

営業外収益合計 1,364

営業外費用  

支払利息 1,657

その他 1

営業外費用合計 1,659

経常損失（△） △6,015

税金等調整前四半期純損失（△） △6,015

法人税、住民税及び事業税 177

法人税等合計 177

四半期純損失（△） △6,193

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △6,193

 

EDINET提出書類

株式会社トリドリ(E38162)

四半期報告書

 8/15



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第１四半期連結累計期間
（自2023年１月１日
至2023年３月31日）

四半期純損失（△） △6,193

四半期包括利益 △6,193

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △6,193

 

EDINET提出書類

株式会社トリドリ(E38162)

四半期報告書

 9/15



【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日）

減価償却費 3,162 千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自2023年１月１日　至2023年３月31日）

　当社グルーブは、インフルエンス・プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

 

（収益認識関係）

当第１四半期連結累計期間（自2023年１月１日　至2023年３月31日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループはインフルエンス・プラットフォーム事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約か

ら生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

サービス区分の名称 売上高

インフルエンス・プラットフォーム事業  

 「toridori base」 289,416

 「toridori ad」 157,396

 「toridori promotion」 66,353

 「toridori studio」 38,775

 「toridori made」 70,460

合計 622,402

顧客との契約から生じる収益 622,402

その他の収益 -

外部顧客への売上高 622,402
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自2023年１月１日
至2023年３月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △2.00円

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円） △6,193

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（千円）
△6,193

普通株式の期中平均株式数（株） 3,096,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末から重要な

変動があったものの概要

－

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当た

り四半期純損失（△）であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分）

　当社は、2023年３月29日開催の定時株主総会において、資本金の額の減少（減資）について決議し、2023年 ５

月２日付でその効力が発生しております。

 

１.減資の目的

　当社は、2022年12月19日に東証グロースへ上場いたしました。それに伴い、早期に利益剰余金の欠損額

を解消し、財務体質の健全化を図るとともに、今後の株主還元を含む資本政策等の柔軟性・機動性の向上

を目的として、会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額の減

少を行うものであります。なお、本件による発行済株式総数及び純資産額に変更はなく、１株当たり純資

産額に影響はありません。

 

２．減資の要領

(1)減少する資本金の額

　資本金の額897,130千円を847,130千円減少して、50,000千円とする。

 

(2)減少する資本準備金の額

　資本準備金の額1,196,917千円を1,146,917千円減少して、50,000千円とする。

 

(3)減資の方法

　払戻を行わない無償減資とし、発行済株式総数の変更は行わず、減少する資本金及び資本準備金の額

の全額をその他資本剰余金に振り替えることといたします。

 

３．剰余金の処分の内容

　会社法第452条の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条件に、資本金及び

資本準備金の額の減少により生じるその他資本剰余金1,994,047千円のうち1,200,256千円を繰越利益剰

余金に振り替え、欠損填補に充当するものであります。

 

(1)減少する剰余金の項目及びその額 その他資本剰余金1,200,256千円

(2)増加する剰余金の項目及びその額 繰越利益剰余金1,200,256千円

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年５月12日

株式会社トリドリ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　原　　選

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 太　田　　稔

 
 
 
監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トリ
ドリの２０２３年１月１日から２０２３年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（２０２３年１月
１日から２０２３年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（２０２３年１月１日から２０２３年３月３１日ま
で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書
及び注記について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トリドリ及び連結子会社の２０２３年３月３１日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重
要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入
手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される
年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか
結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期
連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな
い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、
四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。
・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸
表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる
事項が認められないかどうかを評価する。
・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人
の結論に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な
発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
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利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上

  
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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